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訪問看護契約書 

 

利用者          様 （以下「甲」という。）と 

事業者     ナースステーションプラス     （以下「乙」という。）は、 

訪問看護サービスの利用に関して次のとおり契約を結ぶこととする。  

 

第１条 （目的） 

１ 乙は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、甲がその有する能力に応じて可

能な限り自立した日常生活を営むことができるよう、甲の療養生活を支援し、心身の機

能の維持回復を目指すことを目的として訪問看護サービスを提供する。  

２ 乙は、訪問看護サービスの提供にあたっては、甲の要介護状態区分及び甲の被保険者証

に記載された認定審査会の意見に従うものとする。  

第２条 （契約期間） 

１ この契約書の契約期間は、令和  年  月  日から介護保険被保険者証満了日

とする。但し、上記の契約期間の満了日前に、甲が要介護状態区分の変更の認定を受

け、要介護（支援）認定有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護（支

援）認定有効期間の満了日までとする。  

２ 前項の契約期間満了日の７日前までに甲から更新拒絶の意思表示がない場合は、こ

の契約は同一の内容で自動更新されるものとし、その後もこれに準じて更新されるも

のとする。  

３ 本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、更新前の契約期間満了日の翌日

から更新後の要介護（支援）認定有効期間の満了日までとする。  

第３条 （運営規程の概要） 

乙の運営規程の概要（事業の目的、職員の体制、訪問看護サービスの内容等）、従業者

の勤務の体制等は、【重要事項説明書】に記載したとおりである。  

第４条 （訪問看護計画の作成・変更） 

１ 乙は、主治医の指示、甲の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、訪問看護計画を

作成し、訪問看護計画作成後も当該実施状況の把握に努めます。  

２ 訪問看護計画には、療養上の目標や目標達成のための具体的なサービス内容等を記

載する。  

３ 訪問看護計画は、居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成

する。  

４ 乙は、次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する訪問看護サービスの目的

に従い、訪問看護計画の変更を行うこととする。  

  (1) 甲の心身の状況、その置かれている環境等の変化により、当該訪問看護計画を変更

する必要がある場合  

  (2) 甲が訪問看護サービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合  

５ 乙は、前項の変更に際して、居宅サービス計画の変更が必要となる場合は、速やかに



甲の居宅介護支援事業者に連絡するなど、必要な援助を行うこととする。  

６ 乙は、訪問看護計画を作成し、又は変更した際には、これを甲及びその後見人又は家

族に対し説明し、その同意を得るものとする。  

７ 甲および乙は、訪問看護サービスの内容を変更した場合、変更後に利用する訪問看護

サービスの内容、利用回数、利用料及び介護保険の適用の有無について記載する利用

サービス変更合意書を交わすこととする。  

第５条 （主治医との関係） 

１ 乙は、訪問看護サービスの提供を開始する際には、主治医の指示を文書で受けること

とする。  

２ 乙は、主治医に訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提出し、主治医との密接な連携

を図ることとする。  

第６条 （担当の訪問看護員）  

１ 乙は、甲のため、担当の訪問看護員を定め、甲に対して訪問看護サービスを提供する。  

２ 乙は、担当の訪問看護員を選任し、又は変更する場合には、甲の状況とその意向に配

慮して行うものとする。  

３ 甲は、乙に対し、いつでも担当の訪問看護員の変更を申し出ることができます。  

４ 乙は、前項の申出があった場合、第１条に規定する訪問看護サービスの目的に反する

など変更を拒む正当な理由がない限り、甲の希望に添うように担当の訪問看護員を変

更することとする。  

第７条 （訪問看護サービスの内容及びその提供）  

１ 乙は、担当の訪問看護員を派遣し、契約書・【重要事項説明書】に記載した内容の訪

問看護サービスを提供することとする。  

２ 乙は、甲に対して訪問看護サービスを提供するごとに、当該サービスの提供日及び内

容、介護保険から支払われる報酬等の必要事項を、甲が依頼する居宅介護支援事業者

が作成する所定の書面に記載し、甲の確認を受けることとする。  

３ 乙は、甲の訪問看護サービスの実施状況等に関する記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。  

４ 甲及びその後見人（後見人がいない場合は甲の家族）は、必要がある場合は、乙に対

し前項の記録の閲覧及び自費による謄写を求めることができるものとする。ただし、

この閲覧及び謄写は、乙の業務に支障を来たさぬよう、乙の指定する時間に行うこと

とする。  

第８条 （居宅介護支援事業者等との連携）  

乙は、甲に対して訪問看護サービスを提供するにあたり、甲が依頼する居宅介護支援

事業者又はその他、保健・医療・福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなけ

ればならない。  

第９条 （協力義務）  

甲は、乙が甲のため訪問看護サービスを提供するにあたり、可能な限り乙に協力しな

ければならない。  



第１０条 （苦情対応）  

１ 乙は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、乙が提供した訪問看護サービ

スについて甲、甲の後見人又は甲の家族から苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実

に必要な対応を行うこととする。  

２ 乙は、甲、甲の後見人又は甲の家族が苦情申し立て等を行ったことを理由として、甲

に対し何ら不利益な取扱いをすることはできないものとする。  

第１１条 （緊急時の対応）  

乙は、訪問看護サービスの提供を行っているなかで甲に容態の急変が生じた場合、必

要に応じて臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治医に連絡を取るなど必要な対

応を講じなければならない。  

第１２条 （費用）  

１ 乙が提供する訪問看護サービスの利用単位毎の利用料その他の費用は、【重要事項説

明書】に記載したとおりです。  

２ 甲は、サービスの対価として、前項の費用の額をもとに月ごとに算定された利用者負

担額を乙に支払うこととする。  

３ 乙は、提供する訪問看護サービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合

には、特にそのサービスの内容及び利用料金を説明し、甲の同意を得た上で提供する

こととする。  

４ 乙は、乙の通常事業の実施地域以外にある甲の居宅を訪問して訪問看護サービスを

行う場合には、前二項に定める費用のほか、それに要した交通費の支払いを甲に請求

することができることとする。  

５ 乙は、前項の場合であっても、3 項と同様に説明し、同意を得た上で提供することと

する。  

６ 乙は、甲が正当な理由もなく訪問看護サービスの利用をキャンセルした場合は、キャ

ンセルした時期に応じて、【重要事項説明書】に記載したキャンセル料の支払いを求め

ることができることとする。  

７ 乙は、訪問看護サービスの利用単位毎の利用料、及びその他の費用の額を変更しよう

とする場合は、１カ月前までに甲に対し文書により通知しなければならない。 

８ 乙は、前項に定める料金の変更を行う場合には、新たな料金に基づく【重要事項説明

書】を添付した利用サービス変更合意書を交わすものとする。  

第１３条 （利用者負担額の滞納）  

１ 甲が正当な理由なく利用者負担額を２カ月以上滞納した場合は、乙は、３０日以上の

期間を定めて、利用者負担額を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をするこ

とができることとする。  

２ 前項の催告をしたときは、乙は、甲の居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業

者と、甲の日常生活を維持する見地から居宅サービス計画の変更、介護保険外の公的

サービスの利用について必要な協議を行うものとする。  

３ 乙は、前項に定める協議を行い、且つ甲が第１項に定める期間内に滞納額の支払いを



しなかったときは、この契約を文書により解除することができるものとする。  

４ 乙は、前項の規定による解除に至るまでは、滞納を理由として訪問看護サービスの提

供を拒むことはできないとする。  

第１４条 （秘密保持）  

１ 乙は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た甲及びその後見人又は家族の秘密

を漏らしてはならない。  

２ 乙及びその従業員は、サービス担当者会議等において、甲及びその後見人又は家族に

関する個人情報を用いる必要がある場合には、甲及びその後見人又は家族に使用目的

等を説明し同意を得なければ、使用することができないものとする。  

第１５条 （甲の解除権）  

甲は、７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解除することができるもの

とする。  

第１６条 （乙の解除権）  

１ 乙は、甲が法令違反又はサービス提供を阻害する行為をなし、乙の再三の申し入れに

もかかわらず、改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目的を達することが困

難になったときは、３０日間以上の予告期間をもって、この契約を解除することがで

きるものとする。  

２ 乙は、前項によりこの契約を解除しようとする場合は、事前に、主治医、甲の居宅サ

ービス計画を作成した居宅介護支援事業者、公的機関等と協議し、必要な援助を行う

こととする。  

第１７条 （契約の終了）  

次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとする。  

１ 甲が要介護（支援）認定を受けられなかったとき。  

２ 第２条１項及び２項により、契約期間満了日の７日前までに甲から更新拒絶の申し

出があり、かつ契約期間が満了したとき。  

３ 甲が第１５条により契約を解除したとき。  

４ 乙が第１３条又は第１６条により契約を解除したとき。  

５ 甲が介護保険施設や医療施設等へ入所又は入院等をしたとき。  

６ 甲が死亡したとき。  

第１８条 （損害賠償）  

１ 乙は、訪問看護サービスの提供にあたって、事故が発生した場合には、速やかに甲の

後見人及び家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。  

２ 前項において、事故により甲又はその家族の生命、身体、財産に損害が発生した場合

は、乙は速やかにその損害を賠償することとする。ただし、乙に故意・過失がない場

合はこの限りではないものとする。  

３ 前項の場合において、当該事故発生につき甲に重過失がある場合は、損害賠償の額を

減額するものとする。  

 



第１９条 （利用者代理人）  

１ 甲は、代理人を選任してこの契約を締結させることができ、また、契約に定める権利

の行使と義務の履行を代理して行わせることができるものとする。  

２ 甲の代理人選任に際して、必要がある場合は、乙は成年後見制度や地域福祉権利擁護

事業の内容を説明するものとする。  

第２０条  （身元引受人） 

１ 乙は甲に対して身元引受人を定めることを求めることがある。ただし、社会通念上、身

元引受人を定めることができない相当の理由がある場合はその限りではない。 

 ２ 身元引受人は、本契約に基づき甲が債務を負うときは、極度額１００万円の範囲内で、

甲と連帯して履行の責任を負うものとする。 

第２１条 （合意管轄）  

本契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じた場合、名古屋地方裁判所を管轄裁

判所とすることに合意するものとする。  

第２２条 （協議事項）  

この契約に定めのない事項については、介護保険法等の関係法令に従い、甲乙の協議に

より定めることとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

個人情報の使用に係る同意書 

 

 

以下に定める条件のとおり、私及び身元引受人は、株式会社マザーズプラスが、私および身

元引受人、家族の個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集

することに同意します。 

 

１、利用期間 

 介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

 

２、利用目的 

（１） 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

（２） 利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるため

に実施するケアカンファレンスでの情報提供のため 

（３） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、

その他社会福祉団体等との連絡調整のため 

（４） 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める

必要のある場合 

（５） 利用者の利用する介護事業所内のケアカンファレンスのため 

（６） その他サービス提供で必要な場合 

（７） 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

 

３、使用条件 

（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しな

い。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後におい

ても、第三者に漏らさない。 

（２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば

開示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

訪問看護重要事項説明書 

 

１ ナースステーションプラスの概要 

（1） 提供できるサービスの地域 

事業者名称 ナースステーションプラス 

所在地  名古屋市中村区若宮町一丁目 32 番地 

指定番号 2360590356 

法人種別 株式会社 

代表者名  野口 昌子 

事業所電話番号 052-446-5277 

サービスを提供する地域 名古屋市全域 

   ＊上記以外の方でもご希望の方はご相談下さい。 

（2） 職員体制 

 資格 人数 

管理者 看護師  常勤 １名（兼） 

従事者  看護師 常勤 ２．５名以上 

従事者 准看護師 常勤 名 非常勤 名 

従事者 ＯＴ 常勤 １名以上 

従事者 ＰＴ 常勤 １名以上 

従事者 S T 常勤 １名以上 

２ 事業の運営方針 

 （1） 老人などの心身の特性を踏まえて、全体的な日常生活活動の維持・回復を図る

とともに、生活の質の確保を重視した在宅療養が維持出来るよう支援します。 

 （2） 事業の実施にあたっては、保健所、市町村及び医療機関などの関係機関などの

関係機関ならびに保健・医療・福祉の関係職種等と密接な連携をはかります。 

 （3） 質の良い訪問看護サービスを提供するため訪問看護従事職員の研修を持続的に

行い、資質の向上を図ります。 

３ 営業日・時間 

（1）  

営業日 月曜～金曜日 8：45～17：45 

休  日  土曜・日曜及び国民の祝日ならびに 12 月 30 日～1 月 3 日 

 

（2） サービス提供時間 

・ 営業日・営業時間帯に関わらず、24 時間体制を取っておりますので、緊急時な

ど時間外でも訪問いたします。ただし、時間外の場合は利用料が異なります。

（利用料金については、別紙【料金表】を参照して下さい。） 

  時間帯については、下記を参照して下さい。 



・ 早朝時間帯・・・午前 6 時～午前 8 時 

・ 夜間帯  ・・・午後 6 時～午後 10 時 

・ 深夜時間帯・・・午後 10 時～午前 6 時 

４ サービス提供内容 

① 病状や健康状態の観察と相談 

② 療養上の看護 

・褥そうの処置、カテーテル類の交換や管理、服薬管理、痰の吸引の説明や実際、

医療器具の取扱いや管理 

③ 日常生活援助 

・ 身体の清潔や洗髪、整髪、寝具・寝衣類の交換 

・ 食事・排泄の世話とコントロール 

④ 在宅リハビリテーションの看護 

・ 手足の拘縮予防の為の訓練 

・ 日常生活動作の工夫や訓練 

⑤ 精神・心理的な看護 

⑥  認知症の看護 

⑦  介護者の相談、社会資源活用の相談 

⑧ ターミナルケア 

⑨ 医師の指導による医療処置 

 

５ 利用料金 

（1） 利用料 

介護保険からの給付サービスを利用する場合は、原則として基本料金（別紙【料

金表】）の 1 割～３割です（割合は、負担割合証によります）。ただし、介護保険

の給付範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

＊ 介護保険利用の場合、1 単位が 11.05 となります。 

＊ 短時間訪問（早朝･夜間･深夜のみ）。 

＊ 基本料金に対して早朝（午前 6 時～午前 8 時）・夜間（午後 6 時～午後 10 時）帯

は 25％増し、深夜（午後 10 時～午前６時）は、50％増しとなります。 

＊ 上表の料金設定と基本となる時間は、実際のサービス提供時間ではなく、利用者の

居宅サービス計画（ケアプラン）に定められた目安の時間を基準とします。 

＊ 緊急時訪問看護加算は、利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して 24

時間対応できる体制を整備し、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を

必要に応じて行う場合に算定します。 

 

緊急時訪問看護加算について（ 同意します ・ 同意しません ） 

 

＊ 特別管理加算は、別に厚生労働大臣が定める特別な管理を必要とする利用者に対し



て、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合に算定します。別に厚

生労働大臣が定める特別な管理を必要とする状態とは、次のとおりです。 

・在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状

態又は気管カニューレ、留置カテーテルを使用している状態 

・在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、

在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導

尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は   

在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

・人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

・真皮を超える褥瘡の状態 

・点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

＊ ターミナルケア加算は、在宅で死亡された利用者について、利用者又はその家族等

の同意を得て、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（末期の悪性腫瘍その他

別に厚生労働大臣が定める状態にあるものは 1 日）以上ターミナルケアを行った場

合（ターミナルケアを行った後、24 時間以内にご自宅以外で死亡された場合を含

む。）に算定します。 

その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるものとは次のとおりです。 

イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、

ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患(進行性核

上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症

度分類がステージ 3以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る)、

多系統萎縮症(線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー

症候群)、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロ

フィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後

天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 

ロ 急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であ

ると認める状態 

＊ 初回加算は新規に訪問看護計画を作成した利用者に対し、訪問看護を提供した場合

に加算します。また退院時共同指導加算を算定する場合は算定しません。 

＊ 退院時共同指導加算は、入院中又は入所中の者が退院又は退所するにあたり、主治

医等と連携し在宅生活における必要な指導を行い、その内容を文書により提供した

後に初回の指定訪問看護を行った場合に算定します。また初回加算を算定する場合

は算定しません。 

＊ 看護・介護職員連携強化加算はたん吸引等を行う訪問介護事業所と連携し、利用者

に係る計画の作成の支援等を行った場合に算定します。 

＊ 複数名訪問加算は、複数の看護師等(両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士であることを要する)、又は看護師等と看護補

助者が同時に訪問看護を行う場合(利用者の身体的理由により１人の看護師等によ



る訪問看護が困難と認められる場合等)に算定します。 

＊ 長時間訪問看護加算は、特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１時間３０

分を超える訪問看護を行った場合、訪問看護の所定サービス費(１時間以上１時間

３０分未満)に算定します。なお、当該加算を算定する場合は、別途定めた１時間３

０分を超過する部分の利用料は徴収しません。 

＊ 看護体制強化加算は、医療ニーズの高い利用者への指定訪問看護の体制を強化した

場合に算定します。 

（2） 料金のお支払い方法 

    翌月 15 日前後に前月分の請求書を発行致しますので、口座振替もしくは現金

及び自動振替にて末日までにお支払い下さい。お支払いいただきますと領収書を

発行いたします。 

   ◆事業所指定口座への振込 

振込先 りそな銀行 名古屋支店 

口座番号 普 2787608 

名義人 株式会社マザーズプラス 代表取締役 野口昌子 

（3） 償還払いについて 

保険料の滞納等により、保険給付が直接事業所に支払われない場合はサービス

提供料金を全額支払して頂きます。当事業所からの領収書を、後日市町村の窓口

に提出すれば払い戻しを受けられます。 

 

６ 交通費 

  通常の実施地域を越えて行う事業に要した交通費は、その実施地域を越えた地点から自宅

までの交通費の実費を請求させていただきます。なお、自動車を使用した場合の交通費は、

次の額を請求させていただきます。実施地域を越えた地点から、1 訪問２００円 

 

７ キャンセル 

 キャンセルが必要となった場合は、至急ご連絡下さい。（連絡先：052-446-5277） 

やむを得ない事由を除き、キャンセル料を請求させていただきます。 

当日キャンセルの場合は、3,000 円お支払いいただきます。 

 

８ サービスの利用方法 

（1） サービスの利用方法 

まずはお電話でお申し込み下さい。当ステーションの職員がお伺いたします。 

訪問看護計画作成と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

＊居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談下

さい。 

 （2） サービスの終了 

  ① 利用者の都合でサービスを終了する場合 



   サービスの終了を希望する日の 1 週間前までに文書でお申し出下さい。 

② 当ステーションの都合でサービスを終了する場合 

 人員不足等やむを得ない事情によりサービスを終了させて頂く場合がございます。

その場合は、終了 1 ヶ月前までに文章で通知いたします。 

③ 自動終了 

 以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービスを終了いたします。 

・ 利用者が介護保健施設に入所した場合 

・ 介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が非該当（自立）

と認定された時＊この場合は、条件を変更して再度契約をする事が出来ます。 

・ 利用者がお亡くなりになった場合  

  ④ その他 

・ 当ステーションが正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反し

た場合や利用者・家族に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当

ステーションが破産した場合、利用者は文書での解約を通知する事によって即

座にサービスを終了する事が出来ます。 

・ 利用者が、サービス使用料金の支払いを２ヶ月以上延滞した場合には、当ステー

ションは、３０日以上の期間を定めて、利用者が利用者負担額を支払わないとき、

または利用者や家族などが当ステーションや当ステーションのサービス従業者

に対して本契約書を継続しがたいほどの背信行為を行ったときは、文書で通知

する事により、即座にサービスを終了させて頂く場合がございます。 

 

 ９ 事故発生時・緊急時の対応方法 

  サービスの提供中に万が一事故が発生したり、様態の変化などがあった場合は、その

状況により主治医・救急隊・親族・居宅支援事業所等に連絡します。 

 

 １０ 損害賠償 

  事業者は、利用者に対する訪問看護サービスの提供にあたって、万が一事故が発生し

利用者や利用者の家族に生命・身体･財産に損害が発生した場合は、不可抗力による場合

を除き、速やかに利用者に対して損害を賠償します。 

  但し、利用者や利用者の家族に重大な過失がある場合は、賠償額を減ずる事が出来ま

す。 

損害賠償保険会社 東京海上日動火災保険株式会社（一般社団法人全国訪問介護事業協会） 

 

 １１ 苦情申立窓口 

ご利用者ご相談窓口 

 ナースステーションプラス 

  担当：河合 良亮    電話：052-446-5277 

外部苦情処理相談窓口   



愛知県国民健康保険団体連合会 介護サービス苦情相談窓口 （052）971－4165 

愛知県社会福祉協議会 運営適正化委員会 （052）202－0167 

各市町村   

名古屋市 健康福祉局高齢福祉部介護保険課 （052）959-3087 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和   年  月  日 

 

 訪問看護の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づき、契約書・重要事項説明書・

個人情報の使用に係る同意書を説明しました。上記の契約を証するため、本書2通を作成し、

利用者及び事業者双方署名押印の上、各自1通を保有するものとします。  

 

事業者        所在地：名古屋市中村区若宮町一丁目 32 番地 

                 法 人：株式会社マザーズプラス 

      事業所        名 称：ナースステーションプラス 

 

                 管理者：  河合 良亮          

                  

私は本書面により、事業者から訪問看護における契約書・重要事項説明書・個人情報の使用に

係る同意書について説明を受けました。また、事業者が利用目的の範囲内で私及び家族等の個

人情報を使用することに同意します。 

 

      利 用 者      （住所） 

 

                 （氏名）                 

       

代 理 人 

                 （住所） 

 

                 （氏名）                 

 

                 （続柄） 

身元引受人 

      （家族）       （住所） 

 

                 （氏名）                 

 

                 （続柄） 


